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新たな自治の基盤づくりのために�第 3 章�

“県民との協働による県政”を推進する�

少子高齢化や価値観の多様化が進む今日、複雑・高度化する行政ニーズに対応し、きめ細やかで質の

高いサービスを効果的・効率的に提供していくためには、「新たな“公（おおやけ）”を拓く」という考

え方に立ち、県民と県とが連携・協力していくことが必要です。

県民一人ひとりはもとより、ボランティアやNPO、企業など“とちぎ”づくりの多様な主体との相互

理解と適切な役割分担のもと“県民との協働による県政”を推進していくことで、県民満足度の高い県

政を実現することができると考えます。

このため、県民が主役となる県政運営を目指すための「自治基本条例」の制定に向けた検討を進める

など、説明責任の徹底と県民の積極的な県政参画による開かれた県政を推進し、県民との間に信頼と責

任あるパートナーシップを構築します。

そして、その強固なパートナーシップのもと、県民と目的意識を共有し、相互の特性を認識・尊重し

ながら連携・協力する県政を推進していきます。

②　県民の県政参画の促進
県政モニター制度を充実するとともに、「とちぎ元気フォーラム」や「知事にアクセス」など、県
民から直接意見を伺う広聴活動を積極的に実施します。さらに、県政世論調査や県民満足度調査な
どを実施し、県民の意見やニーズを的確に把握して政策立案等に活かしていきます。
また、各種審議会等における公募委員を拡充するほか、県民生活に広く影響を与える県の基本的
な計画の策定等に当たっては、県民から意見を募集するパブリック・コメント制度を活用するなど、
県民の多様な意見を県政に反映させていきます。

①　説明責任の徹底
情報公開制度の適正な運用に引き続き取り組むとともに、とちぎ政策マネジメントシステムを始
めとした各種の評価制度を活用して、県政の成果と課題等に関する情報を積極的に発信します。ま
た、ホームページの充実を図っていくほか、テレビ・ラジオの県政番組の放送や広報紙「とちぎ県
民だより」の配布などの幅広い広報活動を実施し、県民との確かな信頼関係を築く基礎となる説明
責任の一層の徹底を図ります。

（1）　県民とのパートナーシップの構築�
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②　多様な協働の展開
民間の活力やノウハウなどを県の業務執行に取り入れ、多様で質の高いサービスを提供していく
ため、NPOやボランティア、企業等と連携・協力しながら幅広く協働を進めていきます。
さらに、地域の特性を踏まえながら、協働による新たな価値の創造を目指し、県民から協働の提
案を受けて事業を展開していく手法や全県的に協働を推進する仕組みの構築などに取り組みます。

①　協働の基盤づくり
県民と県とのしっかりとしたパートナーシップのもと、協働による“とちぎ”づくりを進めてい
くためには、“とちぎ”づくりの多様な主体の自発的な活動を促進していくことが必要です。
このため、活動に関する人と情報の交流拠点となる「とちぎボランティアNPOセンター」の機能
を充実し、多様な主体間のネットワークを構築するほか、NPO等の組織基盤の強化を図ります。
さらに、協働の意義や手法等について理解を深めるための講座等の開催や協働の具体的な取組事
例の紹介による意識醸成など、市町村とも連携しながら、協働を進めていくための基盤づくりに取
り組みます。

（2）　積極的な協働の推進�

とちぎ元気フォーラム
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“地方分権時代をリードする県政”を推進する�

地方分権時代において、市町村は、自立性の高い行政主体にふさわしい十分な権限と財政基盤を有し、

暮らしやまちづくりなど住民に身近な行政サービスを提供していくことが求められ、そして県は、こうし

た市町村と連携・協力しながら、県民の自己実現を可能とする地域社会を形成していく必要があります。

そのため、県は、市町村の自主性を尊重し、権限移譲などを積極的に進めることによって、地域のニ

ーズに即した市町村行政が実現されるよう支援するとともに、市町村域を越えた行政課題への対応や市

町村間の連絡調整など、広域自治体としての役割を積極的に担い、“とちぎ”の新たな魅力や活力を創出

していきます。

さらに、近隣県との連携や独創的・先進的な取組を進めることによって、地方分権の実現のために積

極的に行動していきます。

こうした取組を進めることで、市町村が真に輝きを放つ、地方分権時代の県政を推進していきます。

②　広域的機能の発揮
市町村との適切な役割分担のもと、市町村域を越えて展開すべき産業の振興や雇用対策、防災対
策、社会資本の整備、教育や医療における人材の確保、さらには専門性の高い高度医療や先端的な
試験研究など、広域自治体として戦略的かつ効果的な行政を展開します。
また、新たな行政ニーズや全県的な課題への対応、本県の将来のあるべき姿の実現などについて、
県と市町村とが連携して取り組んでいくため、市町村長会議や政策懇談会などを開催します。
さらには、将来の道州制の導入等も見据え、地方分権時代にふさわしい広域自治体としての役割
を発揮できるよう、本庁から出先機関への権限移譲などを進めます。

①　市町村の自主性・自立性の向上に向けた支援
市町村が、地域における総合的な行政主体としての役割を果たしていけるよう、県の権限の積極
的な移譲や県と市町村間の人事交流、市町村の行財政基盤確立に向けた「総合的助言制度」の活用
などにより、住民ニーズに的確に対応できる市町村の自主的で効率的な行財政運営を支援します。
また、「自主的な市町村の合併の推進に関する構想」に基づき、引き続き自主的・主体的な市町村
合併を推進します。
さらには、住民がそれぞれの地域に誇りと郷土愛を持ち、そして全国や世界に向けて魅力を発信
できるよう、地域資源の発掘や新たな活力の創出など市町村による個性あふれる地域づくりを支援
します。

（1）　市町村重視の県政の推進�
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経済活動や住民生活の広域化等に伴い、都道府県の区域を越えて対応すべき行政課題が増えてい
ます。
こうした動きや課題に的確に対応していくため、「21世紀FIT構想」（福島県、茨城県、栃木県及び
県際地域市町村）や「両毛広域都市圏総合整備事業」（群馬県、栃木県及び両毛地域市町村）におい
て、これまで進めてきた県際地域のポテンシャルを生かした先導的拠点の形成や一体となったまち
づくり・観光振興などについての近隣県連携を一層緊密なものとしていくとともに、北関東自動車
道の全線供用によって拡大する高速交通ネットワークや進展する高度情報ネットワークなども積極
的に活用し、災害対策や環境保全対策など様々な分野におけるさらなる広域連携を進めます。
また、市町村合併が進展する中で、国と地方を通じた効率的・効果的な行政体制の構築や都道府
県域を越えたブロック単位での地域戦略策定の必要性などの観点から、道州制などの新たな広域自
治制度のあり方が議論されており、本県としても、積極的に検討を進めていきます。
こうした取組を通じて、独創的で先進的な政策の形成を図るとともに、規制緩和や税財源・権限
移譲などについても国に対して必要な提言を行うなど、真の地方分権型社会の実現に向けて積極的
に行動していきます。
さらには、地方分権等国政全般の改革や東京一極集中の是正、我が国の災害対応力の強化を図る
ため、引き続き「栃木・福島地域」への国会等の移転の実現に向け、地元市町や関係府県と連携し
た取組を進めていきます。

（2）　地方分権時代に向けた積極的な対応�

5県（群馬・茨城・福島・新潟・栃木）知事会議
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“効率的で効果的な県政”を推進する�

厳しい行財政環境にあって、県民満足度の高い行政サービスを迅速かつ適切に提供するためには、こ

れまでにも増して力強く、行財政改革を進めていく必要があります。

そのため、県は、県民益の最大化を図る観点から、政策評価システムの適切な運用等による施策の重

点化を図るとともに、行政と民間の役割分担や各種規制のあり方などを常に問い直していきます。

また、限りある行政資源を有効に活用するため、「選択と集中」を基本として、財源の効率的かつ重点

的な配分に努めるとともに、簡素で機動的な組織体制の整備や職員の政策形成能力の向上などを図って

いきます。

こうした取組を「栃木県行財政改革大網」に基づき着実に進めるなど、効率的で効果的な県政運営に

努めていきます。

②　事務事業の見直し
社会経済情勢の変化や地方分権の進展などにともない、県の果たすべき役割や県として実施すべ
き業務が大きく変化してきています。県の行っている業務のあり方について、日々の行政活動の中
でその必要性や意義を問い直し、真に必要な業務に集中できるよう、継続的に事務事業の見直しを
実施します。

③　多様な民間活力の活用
県民のニーズに対応した質の高いサービスを効率的に提供するために、これまで県が行ってきた
業務のうち、民間の専門知識や技術力、企画運営力、維持管理ノウハウなどを活用した方が効率的
でよりよいサービスが提供できるものについて、アウトソーシングを推進するなど、企業やNPOな
どの民間活力の積極的な活用を図ります。

①　政策評価システムの有効活用
“県民生活がどのように改善されたか”という成果の視点から、県が実施する各種施策を評価・検
証する「とちぎ政策マネジメントシステム」の有効活用を図り、新たな課題や重点的に取り組むべ
き事項を明確にすることによって、効率的で効果的な政策形成を図ります。

①　職員の意識改革と人材育成
行財政改革を全庁を挙げて推進していくにあたっては、まず職員全員が改革の必要性・重要性に
ついて共通の認識を持つことが大変重要です。そしてコスト意識やスピード重視、成果重視の徹底
を図るなどの意識改革に努め、全庁を挙げての県民サービス向上運動や日々の業務の中での「改善
のための気づき」を促す取組を進めていきます。
また、前例にとらわれない自由な発想に基づき、県民サービスの向上につながる効果的な施策を
企画立案する能力や問題解決能力を備えた人材の育成にも力を入れます。

（1）　選択と集中による業務の推進�

（2）　職員と行政組織の活性化�
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②　地方分権時代にふさわしい組織体制の構築
県民中心、市町村重視の県政運営を推進し、新たな課題や組織横断的な課題に迅速かつ的確に対
応できるよう、各部局の予算編成における裁量の拡大や、県民や市町村により身近な出先機関への
権限の移譲など、県庁内分権を進めるとともに、新たな定員管理計画に基づく適正な定員管理と適
材適所の職員配置を行い、簡素で効率的な政策形成型組織の構築を図ります。

②　歳出の抑制と税収入等の確保
限られた財源を有効に活用するため、徹底した事業の見直しや公共事業のコスト削減、執行体制
のスリム化など、歳出の抑制を図ります。
また、地域産業の活性化など県税収入の増加に結びつく施策を推進するとともに、県税滞納額縮
減の取組や未利用財産の積極的な処分を進めるほか、広報媒体等を活用した広告収入の確保や県が
提供するサービスの受益者負担の適正化を検討するなど、税収入等の確保に努めます。

①　自律的な財政運営に向けた取組の推進
今後、県の財政状況は一層厳しさを増すと見込まれる中で、総合計画で掲げた施策を着実に推進
するためには、中期的財政運営の指針となる向こう5年間の「中期財政収支見込み」を作成するほか、
将来世代に重い負担を残さないという観点から、県債に依存しない財政構造を確立するため、中長
期的に県債残高を減らしていく目標値を設定するなど、自律的な財政運営に向けた取組を推進しま
す。

（3）　持続可能な財政基盤の確立�

中期財政収支見込み


